
第５章

アラブ首長国連邦の対北アフリカ経済協力の変化

齋藤 純

はじめに

本章は，「アラブの春」前後でアラブ首長国連邦（以下 UAE）の北アフリカ諸

国への経済援助と海外直接投資（FDI）がどのように変化し，中東・北アフリカ

地域のなかで UAEが経済協力を通じてどのような影響力を及ぼそうとしている
のかについて考察することを目的としている。

２０１１年１月，チュニジアでは「ジャスミン革命」によりベン・アリ政権が倒

され，新政権のもとで新体制を構築中である。チュニジアの政権崩壊の影響は，

モロッコにも波及し，２０１１年２月２０日に首都ラバトやマラケシュなど，６都市

で王権の制限などを求める市民デモが行われた。これを受けてモロッコ政府は，

抜本的な憲法改正計画を発表し，国王の権限縮小と首相の権限の強化が行われ，

国民の要求に応じることで不満を抑え込み，国王を元首とする立憲君主制を維

持している。

一方，UAEでは一部知識人層による政治改革運動が起きたものの，国民全体
を巻き込む大きな政治運動にはつながらなかった。「アラブの春」後の UAE
の政情は相対的に安定しており，結果，中東・北アフリカ地域への外交的，経

済的影響力を強める余力ができた。湾岸アラブ産油国で最大の援助ドナーであ

るサウジアラビアが中東・北アフリカ地域へ広く人道援助を行ったのに対して，

UAEの経済協力はオマーン，ヨルダン，モロッコの経済インフラ部門への援助
を行うなどの特徴がみられた。

UAEの経済協力がなぜこれらの国を偏重していたのか。また，なぜ経済イン
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フラ整備や社会インフラ整備を重点的に行っていたのか。本章では，これらの

問題意識のもとに，UAE政府の意図は何なのか，また中東・北アフリカ地域の
地域秩序にどのような影響を及ぼしうるかについて考察する。

第１節では，「アラブの春」が UAEに与えた直接的・間接的影響について整
理する。第２節では，湾岸アラブ諸国の北アフリカ経済協力の特徴について先

行研究と収集データから整理する。第３節では，UAEの経済協力の変化を，ODA，
その他政府系機関による開発援助，そして海外直接投資の観点から分析する。

第４節では，それまでの分析から，UAEの北アフリカ経済協力の意図と地域秩
序への影響について考察を行う。最後に，本章のまとめを行い今後の課題につ

いて言及する。

第１節 UAEにおける「アラブの春」

アラブ産油国のなかで，UAEの政情は比較的安定している。UAEでは，７首
長国の首長で構成される最高評議会が最高意思決定を行う。議会にあたる連邦

国民評議会は，政府に対する諮問機関的な役割を果たすに過ぎず，国民の政治

参加は制限されている。にもかかわらず，政府主導の経済開発と石油収入の国

民への還元が功を奏し，これまで国民に大きな不満がつのり大規模な反政府運

動にまで拡大することはなかった（堀拔２０１２）（１）。

むしろ UAEは，「アラブの春」を機に，中東・北アフリカ地域における経済
的な影響力を増しつつあった。UNCTADによれば，２００５～２００６年の西アジア諸
国の平均経済成長率は６．９％，北アフリカ諸国では５．１％であるのに対して，UAE
は９．９％であった（図１）。２００７年に端を発する国際金融危機以降，中東・北アフ

リカ諸国の経済成長率は鈍化した。２０１０～２０１１年の西アジア諸国の平均経済成長

率は７．２％，北アフリカ諸国（２）では－５．９％であるのに対して，UAEは５．２％であ
り，中東・北アフリカ諸国の経済を牽引する国のひとつになっている。
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図１ UAE・北アフリカ・西アジアの実質GDP成長率の推移，２００５～２０１１年

（単位：％）

（出所） UNCTADstatより筆者作成。

第２節 湾岸アラブ諸国の北アフリカ経済協力

海外開発援助は，さまざまな海外経済協力のひとつの形態であると同時に，

海外開発援助自体にもいくつかの分類が可能である（小浜１９９８；２０００，DAC２０１２）。

OECDの開発援助委員会（Development Assistance Committee: DAC）の分類
（DAC２０１２）によれば，経済協力はまず政府開発援助（Official Development

Assistance: ODA），その他政府資金（Other Official Flow: OOF），民間資金（Private

Flow: PF），そして非営利団体による贈与（Grants by NGOs）の４つに分類される。

ODAと OOFには，二国間援助と国際機関に対する援助（多国間援助）の区別
がある。PFには，直接投資，二国間ポートフォリオ投資，多国間ポートフォリ
オ投資，輸出信用が含まれる。一般的に，経済協力のなかで大きな割合を占め

るのは，PFの直接投資と二国間 ODAである。２０１０年のDACメンバーの経済協
力総額４９４４億米ドルのうち，ODAが１２８５億米ドル（経済協力総額の２６％），OOF
が５９億米ドル（同１％），PFは３２９４億米ドル（同６７％），そして非営利団体による
贈与は３０６億米ドル（同６％）である（DAC２０１２）。

ODAの内訳をみると，二国間ODAは９０８億ドル（同１８％），多国間ODAは３７７
億ドル（同８％）である。経済協力総額に占める二国間 ODAについては，１９９０
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年代半ば（１９９４～１９９５年平均２４％）以降減少傾向にある。ODAや OOFの伸び悩
みと対照的に，２０００年代に入りシェアを拡大しているのは民間部門の直接投資

（同３３％）と二国間ポートフォリオ投資（同２９％）である。

本章では，以上の経済協力の現状をふまえ，政府による二国間 ODAを政府・
民間部門による直接投資と対比しながら，湾岸アラブ諸国の海外経済協力につ

いて分析を試みる。

１．開発援助と経済発展

開発援助と経済発展との関係についての研究は数多くされているが，開発援

助が経済成長を促進するかどうかについて依然として合意が得られていない

（Doucouliagos２００８, Doucouliagos and Paldam２０１１, Burhop２００５, Boone１９９４, Eas

terly２００５）。たとえば，Doucouliagos（２００８）では，多くの先行研究で開発援助
が経済発展に対して小さいながらも正の効果を及ぼすことを結論づけている。

同時に，ドナー国から被援助国への FDIが減少する場合，開発援助が経済発展
をより効果的に促進することを指摘している。

しかし，Doucouliagos and Paldam（２０１１）では，開発援助は平均的には経済発
展に対して正の効果をもたらすものの有意ではないと報告されている。また，

Burhop（２００５）は，開発途上国４５カ国向け開発援助額と，受入国民の収入，そし
て国内投資との因果関係を検討している。モロッコとチュニジアに対する開発

援助は国内投資へ負の影響を与えることを結論づけている。

また，近年の研究では開発援助が経済発展に与える効果は，ドナー国の援助

政策によって異なるとの報告もされている（Kitaura et al.２０１１, Minoiu and Reddy

２０１０）。開発援助受入国を対象に，児童労働，現金移転を含む新古典派成長モデ

ルを提示した Kitaura et al.（２０１１）は，被援助国の経済発展は，被援助国の内部
条件だけではなくドナー国の援助政策によって促進される可能性を指摘してい

る。海外からの援助は被援助国の人的資本を増加させるが，その効果は人的資

本の水準が低い国ほど大きくなることを示している。さらに，近年の開発援助

の特徴として，先進国のみならず発展途上国が援助国となるケースが増加して

いることが挙げられる。国際的援助枠組みを通じて複数の援助国が参加しつつ

ある。しかし，こうした国際的援助枠組みを通じた多国間援助の増加は，被援
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助国の経済成長率への負の効果をもたらすことも報告されている（Minoiu and

Reddy２０１０）。

２．経済援助ドナーの動機

木原（２０１０）は，援助ドナーの開発援助動機を織り込んだ援助提供モデルの構

築を試みている。援助ドナーの効用（広義の「国益」）は，複数国にまたがる公的

便益（慈善，相対的先進国としての義務）と私的便益（政治的利益，経済的利益など

狭義の「国益」）の増加関数になると想定される。このモデルから，ナッシュ均衡

下で狭義の「国益」の増大，援助提供コスト削減，援助効率の改善により援助

額が増大することが示された。さらに国際的に援助を協調させることで「援助

提供コスト」の引き下げと援助額を増大させることが導かれた。

３．経済援助と民主化

「アラブの春」到来以降，チュニジア，エジプトをはじめ多くのアラブ諸国で，

政治体制の「民主化」が進められてきた。序章で指摘したとおり，これらの運

動は現在も進行中であり体制変化の状況は国ごとに大きく異なる。あえて大別

すれば，（１）政権が打倒されたグループ（チュニジア，エジプト，リビア，イエ

メン），（２）民主化運動に対応し政府の変革が行われながらも体制を維持してい

るグループ（モロッコ，ヨルダン，オマーン，クウェート，バハレーン），（３）シリ

アのように内乱状態にあるグループ，（４）多少の抗議活動はありながらも現体

制を維持しているグループ（UAE，カタル，サウジアラビア，イラク，アルジェリ

ア）に分類できよう（表１）。

Kalyvitis and Vlachaki（２０１２）は６４被援助国を対象に，１９６７～２００２年の間に開
発援助が被援助国の政治体制の民主化に与えた影響を調査している。その結果，

開発援助の流入は，民主化の推進を抑制することを指摘している。同時に，経

済自由化と経済発展を喚起する開発援助は，民主化の推進を促進する効果があ

ることも示している。
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ODA受入国の DAC分類
高所得国
≧６，９２６２０１０年一人当たり

GNI（USドル）
貧困国
≦１，００５

低所得国
１，００６－３，９７５

中進国
３，９７６－６，９２５

�政権打倒 イエメン エジプト チュニジア，リビア

�政府の変革・
政権交代

モロッコ ヨルダン オマーン，クウェート，
バハレーン

�内乱状態 シリア

�現体制を維持 イラク アルジェリア UAE，カタル，
サウジアラビア

表１ ODA額と「アラブの春」の影響（２０１３年１月時点）

（出所） DAC（２０１２）より筆者作成。

４．FDIと経済発展

FDIが発展途上国の経済開発に与える影響については，Moosa（２００２）などの
優れた研究サーベイがある。Moosa（２００２）によれば，FDIは国内投資よりも多
額の投資を投資対象国にもたらし，技術移転と生産性向上を促す（Borensztein

et al.１９９５）と同時に，国民所得を増進させる効果をもつ（Feldstein１９９４）。その

結果，アジアやラテン・アメリカの発展途上国向け FDIは，対象国のGDP成長
率を増加させることができる（Fan and Dickie２０００, Asafu-Adjaye２０００, Zhang１９９９a,

Elanhee and Pagan１９９９）また，Keynes（１９３６）の一般理論に基づけば，FDIは，
投資先の雇用増進に正の影響をもたらす。Yabuuchi（１９９９）は，FDIの増加が，
製造業部門の雇用安定につながることを示している。一方で，FDIは雇用創出に
貢献しないとの報告も多い（Vaitsos１９７６, Graham and Krugman１９９１）。さらに，

FDIの流入は，輸出の拡大をもたらし（Romer１９７５, Stone and Jeon２０００），とく
に先進国からの直接投資の増大は，投資対象の発展途上国と投資元の先進国間

の貿易量を拡大させる効果をもつ（Rock１９７３）。また，金融市場が十分に整備さ

れているのであれば，FDIが経済成長に正の効果をもたらすとの報告もされてい
る（Alfaro et al.２０１０, Azman-Saini et al.２０１０）。
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第３節 湾岸アラブ諸国の経済援助の現状

湾岸アラブ諸国の対外援助についての研究は，きわめて限られている。UAE，
サウジアラビア，クウェートなどの湾岸アラブ諸国は，非 DACメンバーの海外
援助において中心的な役割を果たしている。にもかかわらず，湾岸アラブ諸国

の対外援助についての研究蓄積は十分ではない。稀少な研究である Shushan and
Marcoux（２０１１）によると，１９７５～２００７年のアラブ諸国の二国間援助と多国間援
助について以下のことが指摘されている。第１に，二国間のアラブ援助額が減

少傾向にあること，第２に，二国間援助と多国間援助ともに援助分野に類似性

が見られること（運輸，エネルギー，および水供給部門）である。一般的に，DAC
メンバーによる援助分野は，資金援助，食糧援助，農業援助が中心であるのに

対して，アラブ諸国の開発援助が運輸，エネルギー，および水供給部門に集中

していることが特徴的である。

また，アラブ諸国には，地域的な援助枠組みが複数存在し，イスラム開発銀

行（Islamic Development Bank）（３）やアラブ基金（Arab Fund）などの援助機関が，

中東・アラブ諸国，その他開発途上国の開発援助を担っている（表２）（４）。一方

で，中東・北アフリカ諸国への開発援助について，２０００年代から二国間開発援

助が，地域的な国際援助枠組みによるものと同規模の存在になりつつある。

援助機関 所在地 設立年 援助元 援助先
援助額

（１００万米ドル）
％

イスラム開発銀行（IDB）ジェッダ（サウジアラビア） １９７５ OIC イスラム諸国 １９，８３５．６１ １９．５

アラブ基金（AFESD） クウェート（クウェート） １９７４ アラブ諸国 アラブ諸国 ２４，９４５．３７ ２４．６

クウェート基金（KFAED）クウェート（クウェート） １９６１ クウェート 世界 ２４，０９８．２３ ２３．７

サウジアラビア開発基金（SFD）リヤド（サウジアラビア） １９７４ サウジアラビア 世界 １３，２３６．６２ １３．０

OPEC基金（OFID） ウィーン（オーストリア） １９７６ OPEC 世界 １１，０８１．８５ １０．９

アラブ通貨基金（AMF）アブダビ（UAE） １９７６ アラブ諸国 アラブ諸国 na na

アブダビ基金（ADFD） アブダビ（UAE） １９７１ アブダビ 世界 ４，１７２．８０ ４．１

アラブ・アフリカ経済開発銀行（BADEA）ハルツーム（スーダン） １９７５ アラブ諸国 アフリカ諸国 ４，１８８．６２ ４．１

合 計 １０１，５８８．０９ １００．０

表２ アラブ諸国の大手援助機関と援助額（１９９８年）

（出所） Shushan and Marcoux（２０１１）より筆者作成。
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図２ 湾岸アラブ諸国の政府開発援助（二国間）の推移

（単位：１００万米ドル）

（出所） DAC databeseより筆者作成。

全ドナー（DACメンバーと非 DACメンバー含む）の ODA総額に占める湾岸ア
ラブ諸国の比率は，サウジアラビアでも３．５％（２０１１年）と小さい。２０１１年のデー

タでは，湾岸アラブ諸国の ODA総額は５６億米ドルであるが，その内訳はサウジ
アラビア４７億７０００万米ドル，UAE６億８０００万米ドル，クウェート１億４０００万米
ドルである（５）。しかし「アラブの春」以降，DACメンバーのODA額が伸び悩む
一方で，湾岸アラブ諸国からの援助額が飛躍的に増加している（図２）。２０１０～

２０１１年の全ドナーのODA総額の増加率が４．１％であるのに対し，UAEが８０．５％，
サウジアラビアが６６．３％である。両国は，２００９年の国際金融危機とそれによる自

国経済へのショック以降，ODA額を削減してきた。しかし，湾岸アラブ諸国は
２０１０年以降，高い石油価格に支えられ経済回復過程にあるとはいえ，２０１０～２０１１

年に ODAが急速に増進している。この要因については，より詳細な分析が必要
であるため後述する。

つぎに，湾岸アラブ諸国の地域別援助額を比較する（表３）。全ドナーのODA
は，アフリカ（全ドナーの ODA総額比３７．６％，２０１１年）と南・中央アジアに集中

している（同１４．７％，同年）。中東地域への全ドナー ODA総額は，２００５～２０１０年
に２５５億１０００万米ドルから１１３億２０００万米ドルに低下しており，ODA総額比も
２３．５％から８．３％に低下している。
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クウェート サウジアラビア UAE 全ドナー
２００５ ２０１１ ２００５ ２０１１ ２００５ ２０１１ ２００５ ２０１１

欧州 －１ －１５ ０ ０ １９ ３ ４，０６１ ５，３５２
％ －０．４６ －１０．４２ ０．００ ０．００ ３．７４ ０．４４ ３．７４ ３．９２

アフリカ １２４ １７０ ２２ １４ ２３４ １５０ ３５，８３３ ５１，２６０
％ ５７．１４ １１８．０６ ２．２５ ０．２９ ４６．０６ ２１．９３ ３２．９８ ３７．５７

北サハラ諸国 ９１ １１６ ０ ０ １６５ ８６ ２，６６５ ３，５９５
％ ４１．９４ ８０．５６ ０．００ ０．００ ３２．４８ １２．５７ ２．４５ ２．６３

南北アメリカ ５ －１ ０ ０ ０ ０ ６，７０７ ２，０１８
％ ２．３０ －０．６９ ０．００ ０．００ ０．０５ ０．０６ ６．１７ １．４８

東アジア ６４ －１５ ０ ０ ３９ ０ ８，３９１ ５，０３３
％ ２９．４９ －１０．４２ ０．００ ０．００ ７．６２ ０．０２ ７．７２ ３．６９

南・中央アジア ２２ １ ０ ０ ４０ １９４ １１，６５５ ２０，０５５
％ １０．１４ ０．６９ ０．００ ０．００ ７．８０ ２８．３７ １０．７３ １４．７０

中東 １ ３ ６５２ ４，３９０ １５６ ３１３ ２５，５１２ １１，３１５
％ ０．４６ ２．０８ ６６．６０ ９１．９８ ３０．７９ ４５．７６ ２３．４８ ８．２９

オセアニア －０ －０ ０ ０ ０ １，１６０ ２，２０１
％ －０．２２ －０．３２ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０１ １．０７ １．６１

その他 ２ １ ３０５ ３６９ ２０ ２３ １５，３３０ ３９，２０３
％ １．１４ １．０１ ３１．１５ ７．７３ ３．９４ ３．４２ １４．１１ ２８．７３

合 計 ２１７ １４４ ９７９ ４，７７３ ５０８ ６８４１０８，６４９１３６，４３７
％ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００

表３ 地域別二国間ODA額の比較（２００５・２０１１年）

（単位：１００万米ドル）

（出所） DAC databeseより筆者作成。
（注） 網掛け斜体部分は全ドナーの比率よりも高い値を示している。

それに対し，湾岸アラブ諸国ドナーの ODAは，一般的に中東地域に集中して
いる。また，中東地域向け ODAのシェアも拡大している。湾岸アラブ諸国の最
大の援助国サウジアラビアの ODA総額４７億７０００万米ドルのうち中東地域向けは
４３億９０００万米ドル（９２％，２０１１年）である（６）。２００５年と比較するとサウジアラビ

ア ODAの中東地域への偏重は強まっている。クウェートからの ODAはサウジ
アラビアと UAEと比較すると小規模ではあるが，２００５～２０１１年を通じて安定し
た援助を提供している（７）。クウェートの ODAはアフリカ地域，とくに北アフリ
カ地域（エジプトとモロッコが主）に集中している。
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第４節 UAEの経済協力の変化

１．UAEの ODA（政府開発援助）

UAEの ODAの特徴のひとつは，一般的な ODAと同様に二国間援助が中心で
あることである。２０１１年の ODA総額７億４０００万米ドルのうち，二国間 ODA
が６億８０００万米ドル，多国間ODAが５０００万米ドルであった（８）。この傾向は，２００５
年以降大きな変化はない。また，二国間 ODA６億８０００万米ドルのなかで，プロ
ジェクト援助（４億５０００万米ドル）が大きなシェアを占めていた。UAEの地域別
援助額は，サウジアラビアとクウェートと比較すると，中東地域以外にも援助

が多様化していたことも特徴のひとつである。

UAEの中東地域向け二国間 ODAの推移を示したものが（図３）である。２００５
～２００９年の期間の UAEの中東地域への二国間 ODAは，２００７～２００８年を除いて
増加傾向であった。この期間には，パレスチナ・ヨルダン・レバノン向けのODA
を中心に行ってきた。ところが「アラブの春」以後，２０１０年にUAEの二国間ODA

図３ UAEの中東向け二国間ODAの推移，２００５～２０１１年

（単位：１００万米ドル）

（出所） Development Assistance Committee databeseより筆者作成。

108



図４ UAEの北アフリカ向け二国間ODAの推移，２００５～２０１１年

（単位：１００万米ドル）

（出所） Development Assistance Committee databeseより筆者作成。

は一時的に落ち込むものの，翌年には回復しヨルダン・イエメンへの援助が増

加した。とくに中進国ヨルダンへの二国間 ODAの急増が目立ち，２００９年の１０７６
万米ドルから２０１１年の２億米ドルへ約１８倍に増加していた。

UAEの二国間 ODAの援助先として，中東に次いで大きなシェアを占めてい
るのは北アフリカ地域であった。北アフリカ向け援助は，２００５～２００８年の期間に

順調に増加してきた（図４）。「アラブの春」以前は，低所得国のモロッコとエジ

プトに集中的に援助を行っていた。

２００９年の国際金融危機とドバイ・ショック以降，北アフリカへの援助額が減

少したが，２０１１年には，北アフリカ諸国への援助額は回復し，低所得国モロッ

コ（２０１０～２０１１年で１３９０万米ドル増加）だけでなく，中進国のリビアへの援助額も

大幅に増加している。リビアに対しては５７６０万米ドルと ODA額は急増している
が，その重点分野は救済プログラムの提供であったと報告されている（Talbot

２０１１）。一方で，チュニジアやエジプトに対する ODAは伸び悩んでいる。UAE
の対チュニジア ODA額は７８７万米ドルと少額であった。「アラブの春」で政権が
打倒されたエジプトに対しては，中小企業支援，住宅・インフラ開発等１１６８万

米ドルの援助をしているが，２０１０年と比較すると４７．６％減少している。

UAEには複数の援助ドナーが存在するが，最大の援助ドナーはUAE政府であ
る。２０１１年の UAE海外開発援助総額７６億７０００万UAEディラハム（２０億９０００万米
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ドル）のうち，UAE政府による ODAは５９億６０００万 UAEディラハム（１６億２０００
万米ドル）であり援助総額の７７％を占めていた（表４）。DACとUAE海外援助調
整局（UAE Office for the Coordination of Foreign Aid: OCFA）（９）では ODAの対象国
が異なるために，OCFAのODA総額はDAC基準におけるODA総額よりも多く
見積もられる傾向がある。なぜなら，DACが設定する被援助国は３年ごとに更
新される DACリストに基づいた発展途上国が対象となっているが，UAEの援助
対象は発展途上国のみならず，中進国や先進国も含まれるためである。たとえ

ば，DAC（２０１２）の ODA受入国リストには，UAEの開発援助の大手援助先であ
るオマーンや北米が含まれていないことも援助額の差の要因である。

OCFAが公開しているデータから２００９～２０１１年のUAEのODAとOOFの開発

UAE政府
（％）

アブダビ開発基金
（％）

UAE赤新月社
（％）

ハリーファ基金
（％）

UAEドナー合計
（１００万ディラハム）

２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１

GCC ０．００ ６１．５９ ０．００ １６．６７ ０．００ ０．１２ ０．００ ５．１１ ０．００３８１７．６３
サウジアラビア ０．００ ０．０１ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ １．３１
クウェート ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０８
バハレーン ０．００ ０．００ ０．００ １６．６７ ０．００ ０．０９ ０．００ ４．４０ ０．００ １４０．３６
カタル ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．１７
オマーン ０．００ ６１．５８ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０３ ０．００ ０．７２ ０．００３６７５．７１

中東（GCC以外） ４７．９７ １５．７２ ４９．５２ ２４．９６ ５８．３０ ３９．４９ ６．６８ ９．５５４２３２．４３１３５０．５７
イエメン １２．９２ ３．２４ ４６．１８ ６．８４ ３０．２３ ７．０４ ０．３０ １．２９２８３４．８０ ２８５．８０
シリア ９．９４ ０．００ ０．００ １２．７２ １．１３ ０．５２ ０．３９ ２．２６ ３０４．８３ １０６．０４
イラク ０．０２ ０．００ ０．００ ０．００ ３．０６ ４．８５ ０．２５ ０．５０ １６．４０ ２４．７１
レバノン １．２６ ０．０３ ０．００ ２．９１ ７．０７ ３．１１ ０．０５ １．２９ ７４．６０ ４９．１４
パレスチナ ２２．６９ ０．０２ ３．３４ ２．３５ １５．２６ ２１．７２ ５．６０ ３．９９ ９６４．００ １２８．５７
ヨルダン １．１５ １２．４２ ０．００ ０．１４ １．４７ ２．１７ ０．１０ ０．２３ ３７．８０ ７５５．２７
イラン ０．００ ０．０１ ０．００ ０．００ ０．０８ ０．０７ ０．００ ０．００ ０．０８ １．０４

北アフリカ ５．２９ ３．８０ １．２６ ２３．９４ ２．３０ ６．２８ ０．６５ １２．５２ ２０７．１４ ４９８．８８
モロッコ ０．２６ ０．００ １．２６ １２．８４ １．０１ １．１０ ０．１０ ６．４４ ６５．６０ １１８．２９
アルジェリア ０．６５ ０．００ ０．００ ３．２９ ０．９３ ２．３３ ０．０５ ０．０４ ２４．２３ ３２．９６
チュニジア ０．００ ０．５７ ０．００ ０．８２ ０．０２ ０．０８ ０．００ ０．４６ ０．０２ ４１．６７
リビア ０．００ ３．２０ ０．００ ０．００ ０．００ ０．９６ ０．００ ４．４２ ０．００ ２１３．３９
エジプト ４．３９ ０．００ ０．００ ６．９９ ０．３５ １．７８ ０．５１ １．１６ １４１．５４ ９０．９７

サブサハラ ０．７０ ０．０９ ９．００ ２３．２０ １８．００ ２７．５４ １．００ ８．０５ ６６５．０６ ４５２．１４
東アジア ０．０８ ０．００ ０．００ ０．００ ５．００ ８．６４ ５．００ ０．９５ ６３．２０ ７２．１０
南・中央アジア ２７．００ ９．３６ ４０．００ ９．３４ １３．００ １１．９９ ８５．００ ４１．０３３０５１．７４ ８０２．１４
欧州 ０．０２ ０．９９ ０．００ １．８９ ３．００ ５．７９ １．００ ２２．６１ ４５．２３ １６６．６４
南北アメリカ ５．００ １．８５ １．００ ０．００ ０．０１ ０．０３ ０．００ ０．０５ １５６．１０ １１１．８７
多国間 ０．１０ ３．８９ ０．００ ０．００ ０．０２ ０．００ ０．００ ０．００ ８．６０ ２３１．９６
その他 １３．８３ ２．７１ －０．７８ ０．００ ０．３７ ０．１３ ０．６６ ０．１３ ４７０．９８ １６１．４５
援助額合計
（１００万ディラハム）

３０６０．７３５９６４．２３４９５２．８７ ７８２．２４ ４５１．４８ ３０５．５９ １８５．６７ ２１９．００８９００．４７７６６５．３９

％ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００

表４ UAE大手海外援助機関の国・地域別援助額構成（２０１１年）

（出所） UAE Office for the Coordination of Foreign Aid（２００９，２０１２）より筆者作成。
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援助データを得ることができる（OCFA２００９，２０１１，２０１２）。OCFA（２０１２）によ
れば，「アラブの春」以前には，OCFA基準の ODAは，低所得地域パレスチナ
（２２．７％，人道援助１３８７万米ドル，２００９年，）と貧困国イエメン（１２．９％，物資援助・

プログラム援助１億６００万米ドルと経済インフラ整備７２万８０００米ドル，同年）向けの

シェアが大きかった。しかし，「アラブの春」後の援助対象国が，高所得国オマー

ン（６１．６％，２０１１年），中進国ヨルダン（１２．４％，同年），リビア（３．２％，同年），

チュニジア（０．５７％，同年）に変化した。「アラブの春」により政府の変革が行わ

れながらも体制を維持しているオマーンには，物資援助・プログラム援助（１０００

万米ドル）が中心に行われ，ヨルダンに対しても物資援助・プログラム援助（１

億５０００万米ドル）と社会インフラ整備（１９６３万米ドル）が行われた。一方で，政権

が打倒されたリビアには，人道援助（４億９０００万米ドル），チュニジアには，社会

インフラ整備（１７４万米ドル）が中心に行われていた。

２．ODA以外の開発援助
――アブダビ開発基金，UAE赤新月社，ハリーファ基金――

UAEの海外開発援助において，ドナー主体はUAE政府だけではない。むしろ，
アブダビ開発基金（Abu Dhabi Fund for Development: ADFD）や UAE赤新月社
（UAE Red Crescent Authority），ハリーファ基金（Khalifa Bin Zayedal-Nahyan

Foundation）といった OOFや NGOが UAE政府の ODAと代替的もしくは補完
的な役割を果たすことも少なくない。OCFA（２０１２）では，UAE政府のほか，２０
の OOFと NGO（OCFA２００９では１２機関）がリストアップされている。これらの機
関を含めた海外開発援助総額は，２０１１年には７６億７０００万 UAEディラハム（２０億
９０００万米ドル）を計上している。政府による５９億６０００万UAEディラハム（１６億２０００
万米ドル）を除けば，１７億１０００万 UAEディラハム（４億７０００万米ドル）がこれら
OOFと NGOによって援助されていた。
たとえば，ADFDは，中東・アラブ地域における大手援助機関のひとつであ

る（表２）。発展途上国向けに資金援助することで持続可能な経済成長と貧困削

減を目的として１９７１年６月にアブダビで設立されたアブダビ政府系の OOFであ
る。２００９年には，イエメンに４６１８万 UAEディラハム（生産部門育成５億米ドル，
社会インフラ整備７２万７０００米ドル），パレスチナに３３４万 UAEディラハム（社会イ
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ンフラ整備），モロッコへ１２６万 UAEディラハム（経済インフラ整備８１４万米ドル，
生産部門育成４０万米ドル）の援助を行った実績がある。２０１１年には，バハレーン

（経済インフラ整備２９５４万米ドル，生産部門５９６万米ドル），モロッコ（経済インフラ

整備２１４３万米ドル，社会インフラ整備５０８万米ドル，生産部門育成３８７万米ドル），シリ

ア（経済インフラ整備２７０８万米ドル）への二国間援助を行っていた。

UAE赤新月社は，１９８３年に設立され，１９８６年に国際赤十字赤新月社連盟に加
盟した。UAE赤新月社による援助総額は２０１１年で３万６００UAEディラハムと小
規模ながらも，パレスチナに対し人道援助１０６２万米ドルや社会インフラ整備３９７

万米ドルを実施し，イエメンに対しては社会インフラ整備５０８万米ドルの援助実

績がある。

また，ハリーファ基金は，発展途上国の教育・健康・危機対応の支援を目的

に２００７年に設立された。ハリーファUAE大統領（Khalifa Bin Zayedal-Nahyan）の
支持により設立されたOOFである。２０１１年時点で，ハリーファ基金は２１億９０００
万 UAEディラハムを幅広い地域に援助を行なっていた。とくに，モロッコには
社会インフラ整備３８４万米ドル，リビアには人道援助２６４万米ドルなどを行って

きた（１０）。

「アラブの春」後には，企業部門の FDIは低迷したものの，UAE政府やアブ
ダビ開発銀行，ハリーファ基金を中心として，開発援助が急増した。２０１１年に

おける UAE全体の海外開発援助額７７億４０００万 UAEディラハムのうち，モロッ
コに対しては１億１８００万 UAEディラハムと約１．５％にすぎないが，UAEの複数
の海外援助ドナーがモロッコを主要援助対象国としていた。ドナーのひとつで

あるアブダビ開発銀行は，７億８０００万 UAEディラハム（２０１１年）を海外向けに援
助したが，そのうち１億UAEディラハムをモロッコ向けに行った。援助内容は，
モロッコの観光都市タンジールの南にあるアシラの観光・インフラ開発・教育・

住宅などの援助プロジェクトであった。これらのプロジェクトは，モロッコに

おける若年層労働者の失業問題を解決する一助になることを期待されている。

UAEの海外援助機関によるモロッコ向け援助金額は２００９年から２０１１年にかけ
て増加傾向にあった（表５）。２０１０年には総額で対前年比２５．９％，２０１１年には対

前年比９８．５％増加しており，「アラブの春」後の増加が目立った。援助対象部門

として目立つのはアブダビ開発銀行による経済インフラ整備である。モロッコ

に対する UAEの経済インフラ整備重視の姿勢は，「アラブの春」以前から維持
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されている。

UAEの対チュニジア開発援助額の変化をみる（表６）。モロッコと異なり，チュ
ニジア向けに行われた開発援助は，人道支援や社会インフラ整備が中心であっ

た。UAE民間部門の開発プロジェクトに直接的な便益をもたらしやすい経済イ
ンフラ整備はごく僅かである。

２００９年 ％ ２０１０年 ％ ２０１１年 ％

政府 ２，１４３ １６．６ ９５４ ５．９ ０ ０．０
物資・プログラム援助 ８４９ ６．６ ０ ０．０ ０ ０．０
人道援助 ０ ０．０ ９５４ ５．９ ０ ０．０
社会インフラ整備 １，２９４ １０．０ ０ ０．０ ０ ０．０

アブダビ開発基金 ８，５５４ ６６．３ １０，３５４ ６３．８ ２７，３５４ ８４．８
経済インフラ整備 ８，１５４ ６３．２ １０，３５４ ６３．８ ２１，４４０ ６６．５
生産部門 ４００ ３．１ ０ ０．０ ８３６ ２．６
社会インフラ整備 ０ ０．０ ０ ０．０ ５，０７８ １５．８

UAE赤新月社 １，２４１ ９．６ ９２１ ５．７ ９３９ ２．９
寄付 ２７ ０．２ ０ ０．０ ６８ ０．２
人道援助 ８７１ ６．８ ０ ０．０ ０ ０．０
社会インフラ整備 ３４３ ２．７ ５０ ０．３ ０ ０．０
物資・プログラム援助 ０ ０．０ ８７１ ５．４ ８７１ ２．７

ハリーファ基金 ８６５ ６．７ １００ ０．６ １００ ０．３
社会インフラ整備 ８６５ ６．７ ０ ０．０ １００ ０．３
経済インフラ整備 ０ ０．０ １００ ０．６ ０ ０．０

その他 ９０７ ７．０ １７３ １．１ １０７ ０．３
合計 １２，８９５ １００．０ １６，２３８ １００．０ ３２，２３８ １００．０

２００９年 ％ ２０１０年 ％ ２０１１年 ％

政府 ０ ０．０ ５０４，１００ ４１．８ ９，４６０，２１２ ８１．９
物資・プログラム援助 ０ ０．０ ５００，０００ ４１．５ ０ ０．０
社会インフラ整備 ０ ０．０ ４，１００ ０．３ ０ ０．０
経済インフラ整備 ０ ０．０ ０ ０．０ ４，１００ ０．０
人道援助 ０ ０．０ ０ ０．０ ９，４５６，１１２ ８１．９

アブダビ開発基金 ２０６，９１５ ８８．９ ６８０，６４３ ５６．５ １，７４５，１６７ １５．１
社会インフラ整備 ２０６，９１５ ８８．９ ６８０，６４３ ５６．５ １，７４５，１６７ １５．１

UAE赤新月社 ２０，４１９ ８．８ ０ ０．０ ６８，６０９ ０．６
寄付 ９，５２９ ４．１ ０ ０．０ ６８，６０９ ０．６
社会インフラ整備 １０，８９０ ４．７ ０ ０．０ ０ ０．０

ハリーファ基金 ０ ０．０ ０ ０．０ ２７６，１５０ ２．４
人道援助 ０ ０．０ ０ ０．０ ２７６，１５０ ２．４

その他 ５，４４５ ２．３ ２０，５０６ １．７ ０ ０．０
合計 ２３２，７８０ １００．０ １，２０５，２４９ １００．０ １１，５５０，１３９ １００．０

表５ UAEの対モロッコ開発援助額の推移（ドナー機関別）

（単位：１，０００米ドル）

（出所） OCFA データベースより筆者作成（http://www.ocfa.gov.ae/en/Pages/Fats.aspx）。

表６ UAEの対チュニジア開発援助額の推移（ドナー機関別）

（単位：１，０００米ドル）

（出所） OCFA データベースより筆者作成（http://www.ocfa.gov.ae/en/Pages/Fats.aspx）。
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図５ UAEの経済協力（ODAと FDI）の推移

（単位：１００万米ドル）

（出所） DAC databaseと UNCTAD（２０１２）より筆者作成。

３．企業部門による FDI

第２節で述べたように，一般的に海外経済協力の主体は，二国間ODAと企業
部門による FDIである。しかし，UAEの FDIの主体を考慮すると，民間企業だ
けでなく政府系企業によるものも含まれる。UAEの FDIのデータ（UNCTAD
２０１２）は，民間企業と政府系企業の区別をしておらず，政府以外のいわゆる企業

体が行ったものを直接投資としている。２００６～２０１１年の UAE政府による ODA
（DAC基準）と対外 FDIのフローを示したものが（図５）である。

DAC加盟国と比較すると UAEの海外経済協力は，企業部門の FDIによるも
のに偏重していたことがわかる。とくに２００６～２００８年までの FDIは，ODA·FDI
総額の８５％以上を占めていた。ドバイ・ショックが起きた２００９年以降，企業部

門の FDIは大きく縮小したが，ODA・FDI総額の７６％以上を維持していた。UAE
のこうした企業 FDI主導の経済協力は，ODAを中心とするサウジアラビアとは
対照的である。２００８年の FDIは，UAEが１５８億２０００万米ドルに対し，サウジア
ラビアは３５億米ドルであった。２００６～２００８年の湾岸アラブ諸国の FDI総額をみ
ると，域内では UAEが首位であった（UNCTAD２０１２）。
UAE企業部門による FDIがどこの国へどれだけ流れたかの全体像については，

詳細なデータは得られない（１１）。そこで，北アフリカ諸国（モロッコとチュニジア）
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に対象を絞り，UAEからの FDIの流入について観察することにする。そして，
「アラブの春」後，政府の変革や政権交代がありながらも体制を維持している

低所得国モロッコと，政権が打倒された中進国チュニジアを比較する。両国を

分析対象とするのは，UAE政府の ODAに相対的に大きなシェアを占めており，
「アラブの春」以降チュニジア向けの ODAが急増していることがひとつの理由
である。また，アブダビ開発基金やハリーファ基金などの OOFにとっても，モ
ロッコが開発援助の重点先になっていたからである。

「アラブの春」以前のモロッコに対する UAEの経済協力は，政府系企業と民
間企業による FDIが中心となって，観光・インフラ開発プロジェクトの形で進
められてきたものであった。たとえば，ドバイの政府系大手不動産開発エマー

ル社（Emaar Properties）は，ラバトでサフィラ計画（Saphira，総工費３１億米ド

ル）（１２），カサブランカ近郊でバヒア・ベイ（Bahia Bay，同１２億米ドル），マラケシュ

近郊のウカイメデン（Oukaimeden，同１５億米ドル），タンジェ近郊のティンジャ

（Tinja，同７億米ドル）（１３）などのプロジェクトを開始した。また，ドバイ政府系

企業ドバイ・ホールディング（Dubai Holding）傘下の不動産・開発企業サーマ・

ドバイ社（Sama Dubai）はモロッコ預金管理庫（Caisse de Dépôt；以下 CDG）と

提携して，ラバトのアムワージ計画（Amwaj，総工費２５億米ドル）（１４），マラケシュ

近郊のシャリファ（Chrifia，同１０億米ドル）（１５）を開始していた（在モロッコ日本大

使館経済班２０１１）。しかし，２００９年のドバイ・ショック後に，モロッコでのこれ

らの大型プロジェクトの大部分は凍結に追い込まれた。

UAEの対モロッコ投資は，２００２～２００８年まで順調に拡大してきた（図６）。２００８
年には，フランス，スペインに次いで，UAEが第３位の FDI拠出国となってい
る（約６億１０００万米ドル，全 FDIの１６．９％）。２００９年に１億４０００万米ドルにまで低

下するものの，その後回復基調にある（Office des Changes２０１２）。一般的に，湾

岸アラブ諸国の対モロッコ直接投資の投資先は，ホテル，リゾート開発が中心

である。

チュニジアは，モロッコと同様に豊富な観光資源をもつために，フランスな

ど西欧諸国のみならず，湾岸アラブ諸国にとっても有望な海外投資先であった。

チュニジア向け FDIは２０１０年には総額１６億１０００万米ドルであり，そのうちUAE
から３９７８万米ドル（対総額２．６％），カタル３８３６万米ドル（対総額２．５％）である

（図７）。リーマン・ショック以降，欧米からの対チュニジア向け FDIが減少し
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てきたのに対して，湾岸アラブ諸国からの直接投資が増加してきた。とくにチュ

ニス湖周辺の観光プロジェクト開発などの大型プロジェクトは，湾岸アラブ諸

国が中心となって行っている。たとえば，エマール社は東部海岸沿いのスース

に，マリーナ・アル・カスル（Marina al-Qussor，総投資額１億８８００万米ドル）を建

設予定である。また，サーマ・ドバイ社もチュニス湖南岸に，メディタレイニ

図６ 対モロッコ FDI の推移

（単位：１００万モロッコ・ディラハム）

（出所） Office Des Changes［２０１０］Balance des Paiements，２００６－２０１２より筆者
作成。

図７ 対チュニジア FDI の推移

（単位：１００万チュニジア・ディナール）

（出 所） Foreign Investment Promotion Agencyデ ー タ ベ ー ス（http://www.
investintunisia.tn/site/fr/home）より筆者作成。
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アン・ゲート（Mediterranean Gate）という都市開発プロジェクトを計画中であ

る。しかし，これらのプロジェクトは，２００９年のドバイ・ショック以降凍結中

である。

第５節 考察――UAEの北アフリカ経済協力の意義と地域秩序へ
の影響――

１．UAEの北アフリカ経済協力の意義

本節では，まず「アラブの春」後に起きた UAE政府による二国間 ODAと企
業部門による FDIの変化から，中東・北アフリカ地域におけるUAEの経済協力
の意義について考察する。

「アラブの春」以前には，（１）オイルマネーの流入，（２）北アフリカにおけ

る欧米援助と直接投資の減退（おもにアメリカ，フランス），（３）湾岸アラブ

諸国経済の相対的重要性の増加を背景に，UAEのモロッコ・チュニジアに対す
る経済協力の中心は企業部門による直接投資であった。しかし２００９年のドバイ・

ショックを機に UAE企業部門は，FDIを大きく低下させた（図５）。それまで
UAEに流入していた投資資金が逃避し，UAE企業部門が資金難に陥ったためで
ある。その後，UAE企業部門は２０１１年までUAE国内の再投資へ投資の重点を移
した。

「ジャスミン革命」後も，UAEは基本的に中東・北アフリカ諸国の途上国への
経済協力を推進する姿勢をとっていた。２０１１年２月下旬には，UAEのアブダッ
ラー外相が，主宰する ADFDの会合で，引き続き途上国の支援を続けると強調
した。チュニジアやモロッコなどの非産油国にとっても，彼らが経済発展をし

ていくためには，海外からの直接投資は必要不可欠である。UAEがチュニジア
やモロッコなどに対する経済協力を強化することで，「アラブの春」後の両国の

経済開発が進み UAE・その他諸国の直接投資を呼び込む効果をもつ。
UAEにとってモロッコは，投資対象として有望な国のひとつである。ドバイ・

ショック以降も，UAEの FDIが全体的に伸び悩むなかで，モロッコ向けの直接
投資は回復してきた（図６）。企業部門のモロッコ向け直接投資を後押しする役
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割を果たしたのが，アブダビ開発銀行による経済インフラへの援助であった。

アブダビ開発銀行による経済インフラ整備促進は，モロッコに進出した UAE
企業による開発プロジェクトと相互依存の関係にあり，木原（２０１０）のいう狭義

の「国益」（UAEの私的便益）の増大にもつながる。つまり，モロッコにおける

UAEの経済インフラ整備主体の開発援助は，モロッコの経済開発を促進する効
果をもつとともに（Doucouliagos and Paldam２０１１, Burhop２００５），UAE企業とUAE
政府にとって便益をもたらす。モロッコにおける経済開発の進行は，モロッコ

市場の拡大をもたらし，UAE企業にとってビジネスチャンスの拡大につながる。
UAE政府にとっても，UAE政府系企業や民間企業にモロッコにおける収益機会
を拡大することによって，UAE経済への経済的利益の還元にもつながると同時
に，モロッコ政府に対して外交的な影響力を増すこともできる。（図６）で示し

たとおり，湾岸アラブ諸国のなかで UAEは，モロッコにとって FDIの最大の提
供元であった。「アラブの春」以降，サウジアラビアからの FDIが増加しており，
サウジアラビアに対する警戒から UAEやカタルが投資額を増加させているとみ
る向きもある（Kamrava２０１２）。また，Kalyvitis and Vlachaki（２０１２）が指摘する
ように，開発援助を拡大させることで，民主化の推進を抑制する効果があると

すれば，モロッコに対する開発援助を拡大することで，モロッコの政治体制を

維持することに効果をもたらしうる。

UAE企業部門にとって，チュニジアもモロッコと同様，観光プロジェクトや
リゾート開発などへの有望な投資先としてとらえられてきた。しかし，モロッ

コと比較すると，UAE企業部門のチュニジア向け投資への意欲は弱かった。「ア
ラブの春」後に新体制となったチュニジアでは，体制を維持した国々よりも FDI
の必要性は高い。「アラブの春」で顕在化したカントリー・リスクが，海外から

の投資を逃避させたためである。実際，２０１２年４月下旬にドーハで開催された

UNCTAD会合において，チュニジアのマルズーキ大統領は，チュニジアの教育
やインターネット環境などの通信インフラの整備などを強調し，チュニジアへ

の投資回復を呼びかけていた。

これらの考察から，UAEの海外経済協力の意義について，ふたつの考察をし
たい。第１に，UAE援助機関は，企業部門による海外開発プロジェクトと関連
性の高い開発援助を優先的に行うという姿勢を基本的にとっていたのではない

か。UAEの海外経済協力の中心的な役割を果たしていたのは，建設・観光資源
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の開発に対する直接投資であった。政府や政府系援助機関による開発援助は経

済インフラへの援助が中心であり，他の援助国と比較すると，企業部門の直接

投資プロジェクトと類似する点が多い。UAE政府による経済インフラ整備は，
被援助国の経済成長促進や企業育成を促すだけでなく，UAEから進出している
政府系・民間開発プロジェクトをサポートする役割も果たしていると考えられる。

第２に，「アラブの春」後に中東・北アフリカ地域に行われた UAEによる開
発援助は，旧体制を維持している国に優先的に行なっているのではないか。反

対に，体制が打倒され，より民主的な政権に移行した国々に対しては，UAE
は経済インフラ整備などの開発援助を忌避しているのではないか。Talbot（２０１１）
も指摘するように，湾岸アラブ諸国は「アラブの春」直後に北アフリカ諸国に

対して積極的に緊急援助をしてきたが，リビアやエジプトなど旧体制が打倒さ

れた国々に対する UAEの支援態度は，カタル・サウジアラビアなどの他の湾岸
アラブ諸国と比較すると消極的である。実際，UAEの海外経済援助は，モロッ
コ，オマーン，ヨルダンなど「アラブの春」の影響を受けながらも君主制を維

持している国に向かいつつある。

まずモロッコについては，２０１１年５月１０日に行われた GCC首脳会合において
UAEによってモロッコの GCCへの加盟提案がなされた。それに対し，モロッコ
のモハメッド６世国王は UAEハリーファ大統領へ謝意を伝えている。同年１１月
には，カタル，クウェート，モロッコ観光開発基金とともにUAEの投資会社アー
バル（Aabar Investments）が共同で「観光投資基金」（Wessal Capital）を設立した

（投資総額２３０億モロッコ・ディラハム）。さらに，２０１２年１０月には，モハメッド６

世国王が中東諸国を歴訪し，UAEは農業，エネルギー，観光，保健，水の分野
で協力することを表明した。

オマーンについても，２０１１年３月にUAE外相が，GCC外相級会合の席で，１０
年間で１００億米ドルの開発支援を決定した。同年４月下旬には UAE副首相が，
オマーンの石油，ガスおよび石油化学プロジェクトへの投資に関する合意書に

調印した。さらに，同年７月上旬にムハンマド・アブダビ皇太子が，オマーン

のカブース国王と会談し，二国間関係の強化と協力関係の拡大について協議を

行っていた。

ヨルダンに対しても，モロッコ同様 GCCへの加盟提案がなされた。２０１１年９
月上旬，UAEのアブダッラー外相が議長を務めるGCC閣僚会合の席で，ヨルダ
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ンおよびモロッコに対する５年間の経済開発援助が提案された（１６）。

一方で，チュニジア，エジプトなど新体制に移行しつつある国に対しては経

済援助を控えていた。新体制のチュニジアに対しては，２０１１年５月上旬に UAE
のアブダッラー外相が，チュニジアを訪問し，ムバッザア暫定大統領とエセブ

シ暫定首相に対して，チュニジアの移行過程への UAEの支持を表明した。同年
５月中旬には，UAEムハンマド副大統領が，ドバイでチュニジア外相と会談し，
チュニジアの治安回復への支持を伝えた。また，７月下旬にチュニスで行われ

たチュニジア・UAE投資フォーラムにおいて，チュニジアのトリキ計画・国際
協力相が，UAE企業の投資効果の高さを評価し，今後のUAEの貢献に期待を表
明したものの，現在のところ具体的な開発援助や直接投資につながっていない。

エジプト新政権に対しては，２０１１年５月上旬にアブダビ開発基金が開発プロ

ジェクトに総額８億６０００万米ドルの融資と贈与を提供した。９月中旬に開催さ

れた UAE－エジプト委員会（UAE-Egyptian Committee）では，対エジプト支援３０
億米ドルについて協議された。このように新体制のチュニジアやエジプトに対

する UAEの経済協力は，モロッコやオマーンと比較すると具体的なものになっ
ていないか，援助額が少額である。

UAE政府は，海外経済協力の目的が旧体制維持であると明確に表明している
わけではない。しかし，経済援助や直接投資の額の変化を観察することで UAE
政府の意図をうかがい知ることができる。

２．地域秩序への影響

つぎに，UAEが経済協力を通じて，地域秩序にどのような影響を及ぼすかに
ついて考察を行う。第１に，UAE政府が「アラブの春」を「好機」ととらえて，
今後も海外市場における UAE企業部門の進出と政府系企業の開発プロジェクト
の拡大を後押しする場合を考える。中東・北アフリカ地域では，潜在的な投資

需要は豊富である。モロッコやエジプトでは，低賃金の労働力が豊富であり，

観光開発プロジェクトや住宅開発プロジェクトの需要が見込まれる。また，こ

うした開発プロジェクトが雇用を産み，若年層の失業問題を解消する方法とし

て期待されている。

一方で，モロッコやエジプトで見られるような観光開発や住宅開発のような
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ハード・インフラに重点がおかれるプロジェクトでは，競合相手が多い。とく

に，カタルやクウェート，サウジアラビアのような大手開発会社をもつ国々で

ある。モロッコにおける湾岸アラブ諸国の経済インフラ開発援助は，近年回復

しつつある。２０１１年１１月には，カタルのハマド首長がモロッコを訪問し，両国

間で観光分野，鉱業分野における協力覚書の署名が行われた。同年７月には，

クウェート・アラブ経済発展基金（FKDEA）が，タンジェ―カサブランカ間の

高速鉄道敷設計画に対して８８００万米ドルの借款契約を行った。この高速鉄道敷

設計画の総工費は２４億７０００万米ドルと見込まれており，ほかにもサウジアラビ

ア開発基金が２億米ドル，アブダビ基金が９５００万米ドル，アラブ経済開発基金

が７８００万米ドルの資金供給を行うことになっている。さらに，２０１２年１０月には，

クウェートの不動産投資会社ターミール（Taameer）がタンジェで高級住宅や商

業施設の開発を計画（「Fawaz al-Badr」，総工費約５４００万米ドル）を発表した。

今後も，UAEの援助機関が，モロッコなどのハード・インフラの開発プロジェ
クト分野で，他の湾岸アラブ諸国と競合していくならば，雇用吸収力や産業育

成などの援助効果が高い援助が求められよう。また，UAE援助機関の開発プロ
ジェクトが UAE企業の進出をサポートするものであるとすれば，企業は投資プ
ロジェクトからの収益を維持していく必要がある。UAE企業が進出先で収益を
確保していくためには，従来型の観光開発プロジェクトにおける費用対効果を

さらに高めるか，他の湾岸アラブ諸国企業との競合を避けるために他分野への

進出を模索する必要がある。将来的に，進出先における他の湾岸アラブ諸国企

業との競争が熾烈化した場合，湾岸アラブ諸国間で利害が競合しうる。

第２に，UAEが今後も経済協力先としてモロッコやヨルダンのような君主国
に重点をおき続けた場合を考える。君主制を維持するシステムでもある GCC
のなかで，UAEが GCC以外の君主国に経済協力を継続することについて，GCC
内のコンセンサスは得やすいだろう。また，UAEにとってもモロッコ，ヨルダ
ンとの「君主国クラブ」のなかで共存を図ることは短期的には可能である。UAE
の経済援助の拡大が「後進君主国」（モロッコ，ヨルダンなど）（１７）の民主化の動き

を退行させる効果が考えられるためである（Kalyvitis and Vlachaki２０１２）。

他方で，UAEの経済援助がモロッコ，ヨルダンの経済発展にとって効果的で
あるかどうかについては疑問が残る（Doucouliagos and Paldam２０１１）。「後進君主

国」に対する UAEの経済協力が促進された場合，ふたつのシナリオが予測され
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る。まずは，UAEの経済協力が「後進君主国」の経済発展を促すことで，経済
発展に伴う国民への利益配分が十分に行われるという楽観的なシナリオである。

すなわち，２０１１年５月に提案された GCCが「後進君主国」を内包し「拡大した
君主制クラブ」を維持するというシナリオである。

つぎに，UAEの経済援助が「後進君主国」の経済発展を喚起できなかった場
合である。この場合「後進君主国」は後進であり続け，UAEなどのドナー君主
国のみが投資収益を拡大する。前述のように Kalyvitis and Vlachaki（２０１２）によ
れば，「後進君主国」への経済援助は民主化の動きを弱体化させる効果をもつが，

経済発展に結びつかない経済援助は「後進君主国」の国民の経済的不満を醸成

する。中長期的には，「後進君主国」の経済停滞による「君主制崩壊効果」が，

経済援助による「君主制維持効果」を上回った場合，「後進君主国」は崩壊に向

かう可能性を含んでいる。「後進君主国」の崩壊は，「先進君主国」である GCC
諸国そして UAEにとっても脅威となり得る。

おわりに

本章では，「アラブの春」前後の UAEの海外経済協力の実態と変化について
分析を行った。おもに北アフリカ地域への経済援助と直接投資がどのように変

化し，地域内で UAEが経済協力を通じて地域秩序へどのような影響力を及ぼし
うるかについて考察することを目的とした。

本章の分析から，UAEの海外経済協力について幾つかの知見を得ることがで
きた。第１に，UAEの対中東向け開発援助の中心は経済インフラ整備に向けら
れていた。そして，「アラブの春」以前は，低所得地域パレスチナ（物資援助）

と貧困国イエメン（経済インフラ整備），低所得国のモロッコ（経済インフラ整備）

とエジプト（経済インフラ整備）に集中的に ODAを行っていた。しかし，「アラ
ブの春」後には，経済・社会インフラ整備を中心とした UAEの開発援助は，低
所得国モロッコと中進国のヨルダンへ向けられた。

第２に，UAEの海外経済協力は，２００６～２００８年まで政府系企業と民間企業の
FDIによるものに偏重していた。しかし，国際金融危機が起きた２００９年以降，FDI
は大きく縮小した。「アラブの春」以降，企業部門による FDIは回復基調にある
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補図 北アフリカ向け FDI 流入額
（単位：１００万米ドル）

（出所） UNCTADstatより筆者作成。

ものの，国際金融危機前の水準には遠く及ばない。一方で，UAEの対モロッコ
FDIは，２００２～２００８年まで順調に拡大し，国際金融危機直後大きく低下するが，
「アラブの春」以後，急速に回復傾向にある。

さらに，UAE政府の ODAと企業の FDIの実態調査から，以下の考察を行っ
た。第１に，UAEは，自国企業部門による海外開発プロジェクトと関連性の高
い ODAを優先的に行うという姿勢を基本的にとっているのではないか。第２に，
「アラブの春」後に中東・北アフリカ地域に行われた ODAは，旧体制を維持す
る国に優先的に行なっているのではないか。

最後に，今後の課題について触れておきたい。まず，UAEが行っている開発
援助の効果についてさまざまな角度からの再検証が必要であろう。一般に開発

援助の被援助国経済への効果については，先行研究でも結論が得られていない。

援助プロジェクト一つひとつの成否もしくは成功度合いを計測し，それらを総

合的に判断することで開発援助の効果について論じる必要があろう。

つぎに，ODAや FDIが効果をもたらすには，より長期間にわたる観察が必要
である。本章では，ODAと FDIが「アラブの春」前後に，どのように変化し，
その変化が何を目的としているかの推察を試みた。しかし，UAEの政府と民間
部門がどういった目的で被援助国との経済的関与を強めたのかどうかは，短期

間の分析では限界がある。
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政府
アブダビ開発基金
（AbuDhabi Fund for
Development）

UAE赤新月社
（UAE Red Crescent

Authority）

ハリーファ基金
（Khalifa Foundation）

シャルジャ慈善協会
（Sharjah Charity
Assosiation）

ドバイ児童保護
（Dubai Cares）

２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１

GCC ０ ３，６７３．６３ ０ １３０．３９ ０ ０．３６ ０ １１．２０ ０ ０．０３ ０ ０．０３

サウジアラビア ０ ０．３１ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

クウェート ０ ０．０８ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

バハレーン ０ ０．０７ ０．００ １３０．３９ ０．００ ０．２６ ０．００ ９．６３ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

カタル ０ ０．１７ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

オマーン ０ ３，６７３．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．１０ ０．００ １．５７ ０．００ ０．０３ ０．００ ０．０３

中東（GCC以外）１，４６８．３６ ９３７．８０２，４５２．５０ １９５．２５ ２６３．２０ １２０．６７ １２．４１ ２０．９２ ９．４１ １８．５９ １１．１ １８．６０

イエメン ３９５．３ １９３．００２，２８７．２０ ５３．５１ １３６．５０ ２１．５２ ０．５５ ２．８２ ３．９０ ６．４７ ５．５０ ６．４７

シリア ３０４．１ ０．００ ０．００ ９９．５０ ５．１１ １．５９ ０．７３ ４．９５ ０．０１ ０．００ ０．００ ０．００

イラク ０．５６ ０．００ ０．００ ０．００ １３．８０ １４．８２ ０．４６ １．１０ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

レバノン ３８．７ ２．００ ０．００ ２２．７７ ３１．９０ ９．５１ ０．０９ ２．８２ ０．６７ １．３７ ２．３０ １．３７

パレスチナ ６９４．５ ０．９８ １６５．３０ １８．３７ ６８．９０ ６６．３８ １０．４０ ８．７３ ４．２０ ９．００ ３．３０ ９．００

ヨルダン ３５．２ ７４１．００ ０．００ １．１０ ６．６２ ６．６４ ０．１８ ０．５０ ０．５８ １．７５ ０．００ １．７５

イラン ０ ０．８２ ０．００ ０．００ ０．３７ ０．２１ ０．００ ０．００ ０．０５ ０．００ ０．００ ０．０１

北アフリカ １６２．０４ ２２６．５３ ６２．４ １８７．２９ １０．４０ １９．１９ １．２１ ２７．４２ ３．６３ ８．３６ ０ ８．３５

モロッコ ７．８７ ０．００ ６２．４０ １００．４７ ４．５６ ３．３５ ０．１８ １４．１０ ０．０６ ０．００ ０．００ ０．００

アルジェリア １９．８７ ０．００ ０．００ ２５．７６ ４．２０ ７．１１ ０．０９ ０．０９ ０．０５ ０．００ ０．００ ０．００

チュニジア ０ ３４．００ ０．００ ６．４１ ０．０８ ０．２５ ０．００ １．０１ ０．０２ ０．００ ０．００ ０．００

リビア ０ １９１．００ ０．００ ０．００ ０．００ ２．９４ ０．００ ９．６８ ０．００ ０．４０ ０．００ ０．４０

エジプト １３４．３ ０．０３ ０．００ ５４．６５ １．５７ ５．４４ ０．９４ ２．５４ ３．５０ ７．９６ ０．００ ７．９５

サブサハラ ０ ５．３６ ０．００ １８１．４８ ０．００ ８４．１６ ０．００ １７．６４ ０．００ ４１．７４ ０．００ ４３．０９

東アジア ０ ０．１８ ０．００ ０．００ ０．００ ２６．４０ ０．００ ２．０７ ０．００ ３．８６ ０．００ ７．９３

南・中央アジア ０ ５５８．４５ ０．００ ７３．０６ ０．００ ３６．６４ ０．００ ８９．８５ ０．００ １８．３９ ０．００ １４．７８

欧州 ０ ５８．７７ ０．００ １４．７９ ０．００ １７．６８ ０．００ ４９．５１ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０２

南北アメリカ ０ １１０．１９ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０９ ０．００ ０．１１ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

多国間 ３．０３ ２３１．９６ ０．００ ０．００ ０．０７ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ８．５９ ０．００

その他 ０ １６１．３６ ０．００ －０．０２ ０．００ ０．４０ ０．００ ０．２８ ０．００ ０．７４ ０．００ －１．０９

合計（１００万AED）３，０６０．７３５，９６４．２３４，９５２．８７ ７８２．２４ ４５１．４８ ３０５．５９ １８５．６７ ２１９．００ ４２．３９ ９１．７１ ４０．３５ ９１．７１

補表１ UAEの海外援助機関の国・

（出所） UAE Office for the Coordination of Foreign Aid（２０１２）より筆者作成。
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マクトゥーム基金
（Al Maktom
Foundation）

ドバイ慈善協会
（Dubai Charity
Association）

ムハンマド・ビ
ン・ラシード機構
（MohammedBin Rashid
Establishment）

ザイード基金
（Zayed Foundation）

アフマド・ビン・
ザイード基金
（Ahmed Bin
Zayed Foundation）

合計
（１００万 AED） 合計（％）

２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１ ２００９ ２０１１

０ １．００ ０ ０．０１ ０ ０．００ ０ ０．９８ ０ ０．００ ０ ３，８１７．６３ ０ ４９．８０

０．００ １．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ １．３１ ０．００ ０．０２

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０８ ０．００ ０．００

０．００ ０．００ ０．００ ０．０１ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ １４０．３６ ０．００ １．８３

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．１７ ０．００ ０．００

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．９８ ０．００ ０．００ ０．００３，６７５．７１ ０．００ ４７．９５

２．７０ ９．２６ ３．６４ ３．２１ １９．８５ ３．６０ ７．９７ １８．８２ ０．００ ３．８５４，２５１．１４１，３５０．５７ ４７．７６ １７．６２

０．００ ０．００ ０．５４ ０．６８ ０．３０ ０．０６ ６．４０ １．２７ ０．００ ０．００２，８３６．１９ ２８５．８０ ３１．８７ ３．７３

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ３０９．９５ １０６．０４ ３．４８ １．３８

２．６０ ７．０５ ０．００ ０．００ ０．４５ １．７４ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ １７．８７ ２４．７１ ０．２０ ０．３２

０．００ ０．００ ０．００ ０．２３ １．７０ ０．００ １．５７ ５．２２ ０．００ ３．８５ ７６．９２ ４９．１４ ０．８６ ０．６４

０．００ １．０９ ０．５０ ２．３０ １７．４０ ０．５０ ０．００ １２．２２ ０．００ ０．００ ９６４．５０ １２８．５７ １０．８４ １．６８

０．１０ １．１２ ２．６０ ０．００ ０．００ １．３０ ０．００ ０．１１ ０．００ ０．００ ４５．２９ ７５５．２７ ０．５１ ９．８５

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．４２ １．０４ ０．００ ０．０１

０．１ ０．０１ ０ ０．００ ０ ７．４９ ６ ３．２１ ０．００ １１．０３ ２４５．７８ ４９８．８８ ２．７６ ６．５１

０．１０ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ３．２０ ０．３７ ０．００ ０．００ ７８．３７ １１８．２９ ０．８８ １．５４

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ２４．２１ ３２．９６ ０．２７ ０．４３

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．１０ ４１．６７ ０．００ ０．５４

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ７．４９ ０．００ １．４８ ０．００ ０．００ ０．００ ２１３．３９ ０．００ ２．７８

０．００ ０．０１ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ２．８０ １．３６ ０．００ １１．０３ １４３．１１ ９０．９７ １．６１ １．１９

０．００ ２５．４６ ０．００ １５．７２ ０．００ ２１．８８ ０．００ ８．１１ ０．００ ７．５０ ０．００ ４５２．１４ ０．００ ５．９０

０．００ ０．０２ ０．００ ３０．３３ ０．００ ０．６２ ０．００ ０．６９ ０．００ ０．００ ０．００ ７２．１０ ０．００ ０．９４

０．００ ０．００ ０．００ ０．１２ ０．００ ３．９３ ０．００ １．４８ ０．００ ５．４４ ０．００ ８０２．１４ ０．００ １０．４６

０．００ ２４．１２ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ １．７５ ０．００ ０．００ ０．００ １６６．６４ ０．００ ２．１７

０．００ ０．３５ ０．００ ０．２２ ０．００ ０．７０ ０．００ ０．２１ ０．００ ０．００ ０．００ １１１．８７ ０．００ １．４６

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ １１．６９ ２３１．９６ ０．１３ ３．０３

０．００ ０．００ ０．００ ０．０１ ０．００ －０．２２ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ １６１．４５ ０．００ ２．１１

５９．５０ ６０．２２ ２７．１９ ４９．６２ ３２．４３ ３８．００ ４７．８６ ３５．２５ ０．００ ２７．８２８，９００．４７７，６６５．３９ １００．００ １００．００

地域別援助額の変化，２００９～２０１１年

（単位：１００万 AED）

第５章 アラブ首長国連邦の対北アフリカ経済協力の変化

125



〔注〕
�１ かといって UAE国内で反政府運動がまったくなかったということではない。１９７９年に閣
僚評議会と連邦国民評議会が共同で，政治改革を目的とする建白書を提出している。これに
伴い，建白書を支持する反政府デモが行われている。しかしこうした反政府的な動きは，国
民全体の支持を得られるものにはなっていない（堀拔２０１２）。

�２ ここでの「北アフリカ諸国」は，アルジェリア・エジプト・リビア・モロッコ・チュニジ
アを含んでいる。
�３ ２０１２年２月２７日，チュニジアと IDBの間で２件の借款契約が締結された（�ケフ県および
カスリン県における総合農業開発プロジェクト５００万ディナール（利率２．５％，償還２０年）�
若者向けマイクロ・クレジット７５００万ディナール（利率３％，償還１５年）。また２０１２年から
１４年の協力方法に関する覚書も交わされた（在チュニジア日本大使館資料）。
�４ 中東・北アフリカ諸国に対する援助を行っているのは，これらアラブ諸国の援助機関だけ
でない。たとえば，アフリカ開銀は，２０１１年５月にチュニジアに対し５億米ドルの特別財政
支援を供与することを表明している。チュニジアの経済・社会的安定の回復が目的であり，
早期に一括供与される計画である。同支援は世銀や EU，AFDとの協調融資（１４億米ドル）
の枠組で行われ，�地域間格差の解消，�雇用維持・創出，�国民の意見尊重・責任感の醸
成を柱としている（在チュニジア日本大使館資料）。

�５ これら湾岸アラブ諸国の ODA支出額は，非 DACドナーのなかでは大きな役割を果たして
いる。２０１０年のデータでは，非 DACドナーの ODA支出総額は７２億４０００万米ドルであるが，
サウジアラビアが３４億８０００万米ドル（非 DACドナーの ODA支出総額比４８．１％），UAEが４
億１０００万米ドル（同５．７％）である。さらに非 DACドナーの ODA支出総額に占めるこれら
湾岸アラブ諸国のシェアは２００６年以降，増加傾向にある（DAC２０１２）。

�６ DACのデータベースでは，サウジアラビアの ODAの援助国別金額は明確にされていない。
�７ DACデータベースでは，クウェートの海外経済協力額は，クウェート・アラブ経済開発
基金（Kuwait Fund For Arab Economic Development: KFAED）のみ計上されている。
KFAEDは，１９７４年にクウェートに設立された援助機関である。重点的な援助分野として，
農業や灌漑，輸送，通信，エネルギー，工業，上下水道に焦点を当てていた（KFAED２０１１）。

�８ サウジアラビアの２０１１年のODA５０億９０００万米ドルのうち二国間ODAは４７億７０００万米ドル，
クウェートの ODA総額１億４０００万米ドルのうち多国間 ODAは７万米ドルであった。
�９ UAE海外援助調整局は，２００８年の閣議命令３６号に基づき，２００９年に設立された UAE援助
機関をサポートする機関である。UAEが人道主義的かつ持続可能な開発支援を行うドナー
として認められることをヴィジョンとして掲げている。
�１０ OFCA（２０１２）では，これらの ODA，OOF機関以外にも，Sharjah Charity Association,
Dubai Cares, al-Maktoum Foundation, Dubai Charity Association, Mohammed Bin Rashid
Establishment, Zayed Foundation, Ahmed Bin Zayed Foundation, International Humanitarian
City, UAE International Humanitarian Mobile Hospital, Sharjah Charity House, Noor Dubai
Foundation,Mohamed Bin Zayed Species Conservation Fund, Emirates Airline Foundation,
Etisalat Afghanistan, Sultan Bin Khalifa Foundation, Ewa�a Shelters for Women and Children,
の活動についてまとめられている。
�１１ 「アラブの春」後，UAEはエジプトやチュニジアに対する投資を増加させ，これらの国々
への経済的関与を強めているとの指摘もある（Kamrava２０１２）。

�１２ ラバトの海岸地域の再開発計画。
�１３ タンジェ近郊で高級邸宅２５００戸のほか，スポーツクラブ，ホテル，店舗などを建設する観
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光プロジェクト。
�１４ ラバトとサレの間を流れるブーレグレグ（Bouregreg）川河口の整備を目的としている。
�１５ サーマ・ドバイと CDGとの提携で開始したこのプロジェクトは，総合リゾート開発であ
る。ゴルフコース，ホテル，住宅等のレジャー施設が混在するプログラムで構成されている
（CDG２００８）。
�１６ その後，２０１１年１２月の GCCサミットで，ヨルダンとモロッコ向けの開発援助基金（５０億
米ドル）の創設が決定された。
�１７ ここでの「後進」とはあくまでも経済発展の程度においてであり，UAEなどの GCC諸国
よりも経済発展の開発途上という限定的な意味合いである。
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